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戦後期東京における社会移動

　　　　　　　 一 1960年東京 SSM 調査 よ り

粒来　香 （東京工 業大学大学院 〉

西 村幸満 （東京工 業大学大学院）

1 ．は じめ に

　本研究 は戦後期 に お け る社会移動 の あ りか た を、歴史社

会学的 な視点 か ら、実証 的 に 明らか に す る こ と を目的 と し

て い る。い うまで もな く、戦後期 は 戦 後型 日本社会の 形成

期 で あ る。こ こ で は戦後型 日本社会の 特徴と して 「重化学

工 業化」 と 厂都市化」の 2 つ の 特徴 を想定 して い る 。 もち

ろ ん、こ の 傾向 は戦後社会 に限 られ る わ け で は な い が 、戦

後 は とくに こ れ らの 傾向が 加速度的に 進 展 した とい う こ と

が で きる 。
い わ ゆ る 「日本的経営」 は 加速 さ れ た 重 化 学 工

業化 へ の 適応 で あ り、過疎
一
過密 の 問題を生んだ 「東京一

極 集 中」 は 急激な都市化 の あ ら わ れ で あ っ た。

　社会に おけ る重化学工 業化 と都市化 の 進展 に と もない 、

個人の 社会移動の あ りか たも変化 して い く。 社会移動 に は

2 つ の 側面が あ る が、就 業構造 の 変 化 を必然的 に もた らす

重化学工 業化 は、社会移動 の 第
一

の 側 面 、す な わ ち職業移

動 を典型 とす る社会 ・経済的地位の 移動 の ありか た を変化

させ る こ とに な る
。

一
方、都市化 は社会移動 の 第二 の 側 面

で ある 地域移動 に影響をあた えるで あろ う。 つ まり、個人

の 社会移動 に 注 目 し、重 化 学工 業 化 と都 市 化 と い うほ ぼ 同

時に進行した 2種類 の 変化 に 人 々 が どの ように対応 した の

か を明 らか に す る こ とを通 じて、こ の 2 つ の 社会的変化が

い かなる相互関係 にあ っ た の か を理解する こ とが 可 能に な

るの で ある 。

2 ，データ に つ い て

　戦 後 期の 重 化学工 業化 と、東京 へ の 人 口 集中 を典型 とす

る都市化の もとで の 社会移動 の 変容 を明 らか に する こ とが

本研究の 課題 で ある 。 産業別就業人 口 お よ びそ の比率、主

要経済指標、 地域 の 移動を示す総移動率などの 変化 か ら、

こ こ で は ご くお お ま か に 1960年か ら 1965年の問に大 きな社

会変動 は ほ ぼ 沈静化 し た と判断 した 。 本 研 究が 依拠すべ き

データ として は、こ の 時期 に実施 された社会移動調査 たよ

る もの が 望 ま し い
。

　 と こ ろ で 、都市化 に と も な う地域移動 の 激 しさ に つ い

て 、と くに その 数値 に つ い て は一
般 的 に 誤解 さ れ て い る 。

大量 の 地 域 移動者 が存在 した とい っ て も、移 動 者 が 総 人 口

に 占める 比率 （総移動率） は、戦後 で 最大だ っ た 1964年で

も7．5％ で あ り、しか も その ほ ぼ半数は 都道 府県内 の 移 動

が 占め て い た 。 都道府県の 範囲 を越 え る 長距離移動者は せ

い ぜ い 3％ 台であり、 東京へ の 移動者に 限れば、さらに少

な くな る。したが っ て、エ960年代後半か ら顕著 に な り、都

市と農村双方の 生活環境に重大な影響を引 き起 こ した 過疎

一
過密 の 問題 は、微 少 な フ ロ ーが ス トッ ク され た 結果 と し

て生 じた問題なの で あ る 。

　 こ の こ と は、全 国 規模の デ
ー

タ か らは、地 域移動 者 に つ

い て 十分 な分析が お こ な えない こ と を意味す る 。 実際、わ

が 国 の 社会移動 に 関す る代表的な調査で ある 「社会階 層 と

社会移動全国調査」　（略称 SSM 調査）の うち、地 域 情報

が 豊富 な65年デ ータ を用 い て分析 した と こ ろ 、お よ そ 6割

の サ ン プ ル が一
度 も都道府県の 範囲を越 える 地域移動を経

験 して い な か っ た。そ の うえ、地域移動経験者 の うち の 4

割近 くは 出生都道府県へ の U タ
ー

ン 者で あ り、全国の さま

ざ ま な地 域 へ の 移 動者 が 含 まれ る の で、本研 究が 対象 とす

べ き都市移住を経験 したサ ン プル は非常 に少なくな っ て し

ま う。ス トッ ク化 さ れ た 地 域移動者 に つ い て 細か く知 る た

め に は、調査地域 を特定の 都市に 限 定 した デ
ー

タが 必要で

あ る。

　 さい わ い に も、1960 年 に は 対象地域 を 東京23区 に 限 定 し

た SSM 調査 （研究代表者 ：西平重喜）が お こ なわ れ て い

る6 区 部在住の 成年男子 を母 集団 と し、サ ン プル は二 段抽

出法 に よ り抽出 され た、計画サ ン プ ル 数2000、回収サ ン プ

ル 数1252 （回 収率 ：62．6％ ）で ある 。

　 こ の データ を もち い た先行 研 究 に は安 田 （1962）、尾高

（1961＞、富永 （1964）、 倉沢 （1969）な どが あ るが、い

ず れ も調査時点 を監 と して と らえ た分 析 で あ り、歴 史社

会学的な 関 心 に も とつ く分析 で は な い
。 こ の よ うな意味 か

ら も、こ の 1960 年東京 SSM 調査 の デ
ー

タ を再分析す る価

値 は ある と判断 し、本研究の データ と し て もち い る こ と と

した。

　なお 、残念なが ら こ の 60年デ ータは、現在、コ ン ピ ュ
ー

タ処理が 可能なか た ちで は存在 して い な い
。 調査票 の 原 票

が残 さ れて い るの み で、事実上 は利用 が 不可能 に なっ て い

る 。 そ こ で 今回、1960年東京 SSM 調 査 の 関 係 者 の ご 了 承

の 下 に 、原票か ら
一

部 データ を起 こ して新た な データ フ ァ

イル を作成 し、分析 を お こ な っ た 。

　旧制の 学歴 カ テ ゴ リ
ーに つ い て は粒来

・
佐藤 （1995）に

準 じ、職業 カ テ ゴ リ
ー

に つ い て は専門
・
管理／大中企 業 ホ

ワ イ ト／ 小 零 細 企 業 ホ ワ イ ト／ 大 中 企 業 ブ ル
ー／ 小 零細 企

業 ブ ル
ー

／ 自営 ホ ワ イ ト／自営 ブ ル
ー

／農業の 8分類 を用

意した 。
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3 ．過半数が流入 者の 成年 男 子一その 属 性

　サ ン プル の 年齢 お よ び出身地 域 は、表 1、表 2 に 示す と

お りで あ る 。

　　　　　　　　表 1

表 2

　 60年 データ の 特徴 と して あげ ら れ るの は、自営 と農業 の

父主職階層 が多い 点で あ る 。 こ れらの 父主職階層が全サ ン

プル 数 に 占め る割合 は、ホ ワ イ ト ・ブ ル ーをあわ せ た 自営

が 最大 で368人（33％）、次い で 農業 が295人（27％〕とな っ て い

る 。 全体 の 6 割が こ れら2 つ の 父主職階層の 出身で あ る。

　そ れ 以外の 父主 職 は、大中企 業雇用 者213人（19％ ）、小零

細企業 の 雇用者140人〔13％）、専門
・
管理職の 87人（8％）で あ

る 。 自営 の 内訳 は ホ ワ イ トとブ ル
ー

が ち ょ うど同 数で 、そ

れ ぞ れ 184入（17％）で あ る。大中企 業雇 用 者 の 内訳は、雇用

ホ ワ イ トが 152人 （14％ ）、雇用 ブ ルーが 61人（5％）と な っ て い

る。小 零細 企 業 の 内訳 は雇 用 ホ ワ イ トが 74人 （7％）、雇 用 プ

ル ーが 66人（6％ ）で ある 。

　次 に 学歴分布 に つ い て み る と、調査実施時 の 時代背景を

反映 して、旧制学歴者775人 （62％ ）と新制学歴 所持者401人

（32％ ）と な っ て い る 。 学歴 な しの 者 は2人 （0．2％）、学歴 不明

者は32人（2．6％）で ある 。

　旧制学歴者の 内訳は、尋常小学校 （以 下 、 小学校）が

（14％）、高等小学校（40％ ）、実業系の 中等学校 （以 下、実業

学校）（16％）、普通系 の 中等学校 （以 下、中学校）（8．6％）

とな っ てお り、初等中等 レ ベ ル の 学歴者が 旧 制学歴者 の 8

割弱 を 占め て い る 。 新 制 学 歴 者 の 内訳 は、大学（45％ ）、高

専 ・短大（2％）と高等学歴所持者が 新制学歴所持者 の 5 割近

くを占め、、高等学校（33％ ）、中学校（19％）とな っ て い る。

　年齢別に 1日制学歴者の 分布 をみ る と、年齢階層 が高 まる

ほ ど小学校学歴者 の 分布す る割合 が 増すが、他方、高等小

学校 と中学校の 分 布 す る割 合 は 年 齢 階 層 が 高 ま る ほ ど低 く

な っ て い る 。 また、高等 ・専門 と大学 は 20− 29歳の 年齢階

層 を除い て 、各年齢階層 に 安定的 に分 布 して い る こ とが わ

か る （表 3＞。な お、旧 制 か ら新 制へ の 移行期 の 世代が あ

るの で 、さ らに 詳細 な分析をお こ な う際 に は注意す る必要

がある。

　 父主職 と本人学歴 との 関係を旧制と新制 に分 け て み てみ

よ っ 。 こ こ で は 、 王 な父主職 と して 自営 ホ ワ イ ト・自営ブ

ル
ーと農業 の み を と りあ げ る。

　 まず 旧制学歴者 につ い て み る と、自営 ホ ワ イ トで は、高

等小学校（43％ ）〉 実業学校（31％）〉小学校 （199。）とな っ て い

る 。

一
方、自営 ブ ル

ー
で は、高等小学校（28％ ）〉 実業学校

（21％）〉 高等 ・専門（16％）〉小学校（i4％ ）と な っ て お り、自

営 ホ ワ イ トと 比 較 す る と、自営 ブ ル ー
の ほ うが 中等教育 や

高等教育に 進学す る傾向が あ る 。 と くに、実業学校や 高

等 ・
専門 （お そらく専門学校が 主だ と考えら れ る が）な ど

の 技術系の 教育機関 に進学する 傾向が み られ、興味深 い 。

他方 、 父主 職 が農業の 場合 は、高等小学校（49 ％）〉実業学

校（18％）
＝小 学校（18％ ）とな っ て い る 。 ほ ぼ半数が 高等小学

校 の 学歴 で あ る点 は 自営 ホ ワ イ トと似 て い るが、中等教育

へ の 進学は 自営 ホ ワ イ トよ りも低 くな っ て い る。

　次 に 新制学歴者 に つ い て み る と、自営ホ ワ イ トで は 大学

（46％）〉高校（36％ ）〉 中学（16％）、自営 ブ ル
ーで は 高校（44％ ）

〉 大 学 （38％ ）〉 中学 （169。）と なっ て お り、旧 制 学歴者 と は 逆

に 自営 ホ ワ イ トで高学歴者 が多・くなっ て い る 。 戦前 と戦後

で は 自営 ホ ワ イ トの 内容 や 、父の 学歴 が 変化 して い る こ と

が 考 え られ る 。 また、農業 で は 中学校（47％）〉 高校（36％）〉

大学（15％）とな っ て い て、自営 ホ ワ イ ト ・自営 ブル
ー

の 父

主職 とは明 ら か に こ とな っ て きて い る 。

4 ．本人初職 にみ る 自営系 と農業 の 分解

　本人 の 就 い た最 初 の 職 （初職）は、父主職や 現職 と比べ

る とデ ータ と して か な り不安定で は ある が、概観をみ る と

専門 ・管理 1Z4人（129e）、大 中企 業 ホ ワ イ ト186人 （18％）、 小

零細企業 ホ ワ イ ト144人（14％）、大中企業 ブ ル
ー136人（12％）

小 零細企 業ブ ル
ー235人 （229e）、自営 ホ ワ イ ト57人（5％）、自

営ブル
ー94人（9％）、農業78人（7％）とな っ て い る 。

　初 職 と学歴 との 関係 を、まず 旧 制 学歴 に つ い て み る と、

あ らゆ る職 業 に 高 等小 学 校 と実業学校が 人材 を供給 し て い

表 3　本人 年齢階層 別学歴 分 布

旧制学歴

尋常　 　高等　 実業系　 普通 系

年齢階層 小学 校 小 学 校 中 等学 校 中等学校 高等専 門 大学 S

20−29歳 418 3 7 1 134

30−39歳 1610148272624242

4049歳 2275 、32112021181
50−59歳 326426lo2318173
60喝 9歳 3034 9 7 7 895
SUM 104292118627772725

新制学歴

中学校 高等学校 高専短大

710010

一
72

120

　 5
　 0
　 0
　 0125

710Ql

「
9

大 学

134

　 37
　 2
　 0
　 0173

S33243

　 2
　 1
　 1379

（人数）
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表 4　 本人の 初職 と旧制学歴

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 旧制学歴

る こ とが わ か る 。 旧 制学歴 に お い て は、高等小学校 が もっ

と も
一

般的な職業獲得経路で、そ れ に実業学校 が 次い で い

たとい える。た だ し、専門 ・管理 と大中企 業 ホ ワ イ トに は

もっ ぱ ら高等 ・専門学校 と大学 とが 人材を供給し、農業や

雇用 ・自営 の ブル
ー

カ ラ
ー

に は小学校 も入材の 供給 を して

い る こ とが わ か る （表 4 ）。

　 新制学歴者 と初職 との 関係 をみる と、旧制学歴 に っ い て

の マ トリ クス よ りもさ らに は っ きりと職業分類と学歴 の 関

連が 密接で あ る こ とが わ か る （表 4 ）。 高校 の 学歴者は、

どの 職業 に も広 く分布 して い る 。 専 門 ・
管理 と大 中企業の

ホ ワ イ トカ ラーは、主 に 大学 を経由 して 供給 され て お り、

高卒者 は少 な く、中卒者 の 供給 は ない
。 自営 ホ ワ イ ト ・自

営 ブ ル
ー、小零細企業 の ホ ワ イ ト・ブル ーに は高卒者を中

心 と し なが ら も、中 卒者 や 大卒者 もわ ず か に分 布 して い る

が、こ れは学歴を問わず人材の 需 要が あ るの か、そ れ と も

供給側の 選択 に よる の か は 明 らか で は ない 。こ の 点 は 今後

の 課題で あ る
。

　 自営系の 父主職 で は、ホ ワ イ ト ・ブ ル
ーと も世代 間の 職

業移動が 大 きい
。 移動者 の 比率をみ る と、自営ホ ワ イ トで

81％、自営 ブル
ー

で74％ で あ る 。 自営ブ ル
ーよ りも 自営ホ

ワ イ トで 移動率が 高 くな っ て い る 。 父主職が 自営 ホ ワ イ ト

の 最大 の 初職は 雇用 ホ ワ イ トで 36％ に達す る。一
方、自営

ブル
ーで は42％が 雇用 プ ル

ー
に 就い て い た。

　父主職が 農業の 場 合 も移動 者 は74％ に達 して い

’
る 。 38％ ．

が 雇用 ブル ーである 。 78人（26％ ）が 初職 で 農業 に 就 い て い

表 5　本 人 の初職 と現職

専門管理 大中企業

新制学歴

（人数）

るが 、あとで み る よ うに、その 大多数が そ の 後 に離農 し、

そ れ に と もな っ て 東京 に 流入 した と考えられ る 。

5 ．分解の 進 む自営 セ ク タ
ー

と安定 した雇用 セ クター

　本 人 の 現職 は、専門 ・管理 110人（10％）、大 中企 業 ホ ワイ

ト185人（17％）、小零細企業 ホ ワ イ ト161人 （15％）、大中企業

ブル
ー117人（10％ ）、小零細 プ ル

ー178人（16％ ）、自営 ホ ワ イ

ト110人 （10％）、自営 ブ ル
ー142人（13％）、農業10人（1％ ）、無

職91人（8％）で ある。

　初職から 現 職 へ の 展 開を み る と、専 門 ・管 理 の 68％、大

中企業 の ホ ワ イ トの 62％が 移動 してお らず、こ の 層 は かな

りの 定着層 で あ る とが 予 想 さ れ る 。 非移動率 の 高 い 順 は、

自営 ブ ル ー
（53％）〉 自営 ホ ワ イ ト（46％ ）〉 小零細 ホ ワ イ ト＝

省零細 ブ ル ー
（43％）〉大中企業 ブ ル

ー
（30％）〉農業（9％）、と

な っ て い る （表 5 ） 。 雇用系 で は企業規模が 小 さ い ほ ど、

ホ ワ イ トカ ラーよ りもブ ル
ーカ ラ

ーが 、移動性が高 い こ と

が わ か る 。 自営系 は専門 ・管理 や 大中企業 の 雇用ホ ワ イ ト

よ りも非移動率が 低 く、自営 ホ ワ イ トと 自営 ブ ル
ー

で は、

自営プ ルー
の ほ うが非移動率が高 い 。

　初職で 農業 に就 い た サ ン プル の うち、現職 も農業 で ある

サ ン プル は 僅か に9％ に すぎな い
。

こ の 多 くの 離農者の 現

職 は、大 中企業 ・小 零細 ・
自営の ブル

ーが 多 く （そ れ ぞ れ

16％、22％、15％ ）、ま た大中企業 ホ ワ イ ト、自営 ホ ワ イ

トに 移動す る者 もあ る （そ れぞ れ12％）。移動先が 限 られ

る職業は専門管理 や小零細 ブ ル
ー

で あ る （3％、6％ ）。

　　　　　　 螻
小零細 大 中企業　小零細 　　自営　　 自営 農業　そ の 他　　 S刪

SUM 110　　　　185　　　　161　　　　 117　　　　 178llO 　 　　l421091 　 　 1104
　 　（人数）
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表 6　 父主職 と本 人 の初 職

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 本人初 職

専門管理 大中企 業　小 零 細 大 中企 業　小 零 細 　　自営　　自営 　　農業 SU踊

SUM 124　　　　　186　　　　　142　　　　　136235

表 7　 父主職 と本人学歴

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 旧制学歴

　　　　　　 尋常　　高等　 実業系　普通系

5794

　 こ の よ うに、職業経歴 で み る と、専 門 管理 ・大企 業 ホ ワ

イ トの 定着傾向と、 農業の 分解 （時代状況 か ら考えれ ば当

然 で は あ るが 〉が 極め て 顕著で ある。すで に み た よ うに、

父主職 か ら本人初職へ の 展開 に か けて も同 じ傾向が あ っ た

　（表 6 ）。
つ ま り、世 代間 の 職業 移 動 を 通 じて 専門

・
管理

や大中企業 ホ ワ イ トの 職業的地位 の 再 生 産と、緩 や か な職

業移動 に よ る農業層 の 分解が まずお こ なわれ、こ れらの 傾

向が 本人 の 世 代内職業移動 に よ っ て 急激 に 進行 し た と い う

こ とが で きる で あ ろ う。 そ め結果、農業分解 に よ る 労働者

が製造業などに ブ ル
ー

カ ラ
ー

労働者 と して他道府県か ら流

入 し （7割が東京以外の 出身地をもつ ）、産業化の 労働力

供 給面 で 重要 な役割 を は た した の で あ る。こ の こ とは 本

デ
ー

タ の 中で も大 きな層 で あっ た農業出身者が、父主職→

本人初職 → 本人現職 とい う世代間移動お よび世代内移動の

過程 で295人 → 78人 → 10人 とい う減少を示 して い る こ とか

らも明ら か で あろ う。

　ホ ワ イ ト ・ブ ル ーともほ ぼ 50％ 前後の 非移動率を示 して

い た初職 で の 自営業か らの 移動者 を み る と、自営 ホ ワ イ ト ．

か らは大 中企 業 ブ ル
ー
（16％ ）、大中企業ホ ワ イ ト（11％）、小

零細 ホ ワ イ ト〔9％）な どへ 移動 して い る 。

一
方、初職の 自営

ブル
ーか ら は、小零細 ブ ル

ー
（15％）、自営 ホ ワ イ ト

』
（10％）へ

の 移動 が み ら れ る。自営 系 の 父主 職階層 の 出 身者の 多 くは

初等あ るい は 中等レベ ル の 学歴 を取得し （表 7）、初職 で

多様 な職業 に 就 く。 こ の 初職 の 段階で 、自営系職種 は ホ ワ

イ ト・プ ルーともか な りの程度まで 縮小する 。 その 後も約

半数が 雇用労働者 に 移動 して しまう。 そ の 結果、最大の 父

主職階層で あ っ た自営系の職種は大きく縮小する こ とに な

75　 　 1052

　 （人 数）

新制学歴

（人数）

る。父 主 職 が 自営 系 で あ るサ ン プ ル の 過半数 は東京 出 身者

で あ るが、こ こで は地域移動をともなわない 職業移動が発

生 して い る。こ れ ら の 移動者が、農 業 か らの 地 域移 動 を と

もな っ た 流入層 と同様に、重化学工 業化 の 進展過程で 重要

な労働力供給源 に な っ た とい うこ とが で きる．

6．まとめ

　1960年東京 SSM 調査 の デ
ー

タ をもち い て、戦 後期 の 東

京 に お ける 社会移動の あらま しを調べ て きた 。 自営系と農

業の 父 主職 に 注 目す る こ とに よ っ て、い わ ゆ る旧 中間層 の

分解 過 程 を 自営系 と農業の 対比 の もと に 明 らか に し た 。 こ

こ か ら得られ たお もな知見 は次 の 3点 で ある。

1

2

3

旧制学歴者 で は、自営 ブ ル ー
の 父 主職 か らの 中等教

育や 高等教育 へ の 進学率が もっ とも高かっ た。とこ

ろが 新制学歴者で は、自営ホ ワ イ トの 進学率が 自営

ブ ル
ーよ りも高 くな り、逆転現象が 生 じて い た 。

自営系で も農業で も、7 〜8割 が 初職で 父主 職 か ら

移 動 して い た 。 自営 ホ ワ イ トか ら は雇用 ホ ワ イ トへ

自営 ブ ル
ーと農業からは 雇用 ブ ル

ー
へ の 、大 きな移

動が み られ た。

初職から現職へ の 世代内職業移動にお い て も、 自営

セ ク ター
の 縮 小 がみ ら れ た 。 こ の 縮 小 を通 じ雇 用 労

働力が創出 さ れ た こ とが 実証的 に 明 らか に され た 。
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